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① 経営効率化の推進（☞ ＮＴＴ東西、行政）

○ ＮＴＴ東西が交付金を受けるに際し、一層の効率化を行い赤字の縮小に

努めるため、以下を要望。

■ NTT東西は、交付金の算定に用いた経営効率化率（７％）の

達成度合い（実績）を総務省に報告すること。

■ NTT東西は、携帯電話やＩＰ電話の普及、NTT東西の加入電

話から競争事業者の提供する直収サービスへの移行その他の要因

が当該収支に及ぼす影響を分析し、総務省に報告すること。

■ 総務省は、上記の経営効率化について、十分な検証を行うこと

が必要であり、そのための方策を講ずるとともに、当該検証結果に

ついては、審議会に対し報告等を行うこと。

② 基礎的電気通信役務の提供に係る情報の開示促進等（☞ ＮＴＴ東西）

③ 利用者利益の最大化に向けた料金体系の継続的検討（☞ ＮＴＴ東西）

■ 平成18年11月21日、情報通信審議会においてユニバーサルサービス制度に係る交付金・負担金の額等について認可が適当とする答申。

■ パブリックコメントにおける意見を踏まえ、同審議会は要望事項として５項目を提示。

■ これを受け、総務省は、ＮＴＴ東西等に対し行政指導を実施。

審議会からの要望

④ ユニバーサルサービス制度の見直し検討（☞ 行政）

⑤ 利用者への（制度に関する）情報提供の徹底
（☞ 行政、支援機関、ＮＴＴ東西、負担事業者）

基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化の推進

今回の交付金の算定は、貴社において、設備利用部門の費用に

ついて約７％の経営効率化を行うことを前提としている。このため、

貴社が基礎的電気通信役務の提供において当該効率化を達成

することが重要。

■ NTT東西は、交付金の算定に用いた経営効率化率（７％）の

達成度合い（実績）を総務省に報告すること。

■ NTT東西は、携帯電話やIP電話の普及、NTT東・西の加入電

話から競争事業者の提供する直収サービスへの移行その他の要

因が当該収支に及ぼす影響を分析し、総務省に報告すること。

基礎的電気通信役務の提供に関し講ずべき措置について
（H18.11.22）

１情報通信審議会答申（H18.11.21）における要望事項等



■ 料金請求に係る費用の抑制

■ Web受付の推進による効率化 等

人員数の削減

業務の集約・
アウトソーシング

の効率化

資産のスリム化

その他

■ Ｈ17実績 H18実績 H19実績

5.3万人 4.9万人 4.4万人

対前年 （▲ 0.4万人） （▲ 0.5万人）

※ＮＴＴ東日本及び県域アウトソーシング会社の合計

■ 料金請求に係る費用の抑制

■ Web受付の推進による効率化 等

■ 料金業務の拠点集約・アウトソーシングによる効

率化

■ １１６業務の拠点集約・アウトソーシングによる効

率化

■ Ｈ17実績 H18実績 H19実績

6.1万人 5.8万人 5.4万人

対前年 （▲ 0.3万人） （▲ 0.4万人）

※ＮＴＴ西日本及び県域アウトソーシング会社の合計

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

■ 料金業務の拠点集約

■ １１６業務に係る夜間受付業務の拠点集約

■ 集約による空きスペースの貸与を推進

■ 社宅等、不動産売却による保有コストの削減

平成１９年度の実績

■ 集約による空きスペースの貸与を推進

■ 社宅等、不動産売却による保有コストの削減

２ユニバーサルサービスに係る経営効率化の実績報告について①

ＮＴＴ東西ともにＨ１９年度は設備利用部門について、７％を上回る経営効率化を達成。

ＮＴＴ東日本 ▲７．１％ ＮＴＴ西日本 ▲８．０％

【効率化施策】 人員数の削減、業務拠点の集約・アウトソーシングの効率化、資産のスリム化 等



H19年度 H18年度 増減額 増減率 主な要因

営業収益 442,991 481,790 ▲ 38,799 ▲ 8.1%
・ドライカッパ電話への移行に伴う収益の減
・光ＩＰ電話等への移行に伴う収益の減

営業費用 514,831 528,464 ▲ 13,632 ▲ 2.6%

（再）利用部門費用 180,393 194,253 ▲ 13,859 ▲ 7.1%
・注文受付及び取次ぎに係る費用の減

・料金請求及び回収に係る費用の減

営業利益 ▲ 71,840 ▲ 46,673 ▲ 25,167

H19年度 H18年度 増減額 増減率 主な要因

営業収益 446,555 486,376 ▲ 39,820 ▲ 8.2%
・ドライカッパ電話への移行に伴う収益の減
・光ＩＰ電話等への移行に伴う収益の減

営業費用 500,192 524,614 ▲ 24,422 ▲ 4.7%

（再）利用部門費用 140,269 152,405 ▲ 12,135 ▲ 8.0%
・注文受付及び取次ぎに係る費用の減

・料金請求及び回収に係る費用の減

営業利益 ▲ 53,636 ▲ 38,238 ▲ 15,398

【ＮＴＴ東日本】

【ＮＴＴ西日本】

（単位：百万円）

（単位：百万円）

３ユニバーサルサービスに係る経営効率化の実績報告について②



NTT東日本

加入者回線コストの削減 （▲13,198百万円）

NTT東西ともに、費用減を上回る収益減 営業損益の悪化

東西ともに、ドライカッパ電話への移行に伴う減少（東：▲89億円、▲西：83億円）や、携帯電話及び光IP電話等への移行に伴う減少（東：▲297億円、▲西：314億円）

により、全体の収益は前年度に比べ減少（東：▲386億円、西：▲397億円）。

【収益】

【費用】 東西ともに、加入者回線コストの削減（東：▲132億円、▲西：224億円）や設備利用部門コストの削減（東：▲138億円、西：▲121億円）を図る一方、ＮＴＳコストの段

階的付替えに伴う費用は増加（東：＋134億円、西：＋105億円）。この結果、全体の費用は前年度に比べ減少（東：▲136億円、西：▲241億円)。

ドライカッパ電話への移行 （▲8,347百万円）

収益

ドライカッパ電話への移行 （▲8,911百万円）

携帯・光IP電話等への移行 （▲29,699百万円）

H18 480,250 百万円

H19 510,580百万円

費用

収益

携帯・光IP電話等への移行 （▲31,353百万円）

H18 485,553 百万円

H19 497,310百万円

費用

加入者回線コストの削減 （▲22,447百万円）NTSコスト
付け替え費用

NTSコスト
付け替え費用

設備利用部門コストの削減 （▲13,819百万円） 設備利用部門コストの削減 （▲12,108百万円）

【利益】

（１３，３９２百万円） （１０，４６２百万円）

上記の要因から、東西ともに営業損益は悪化（東：▲250億円、▲西：156億円）。

NTT西日本

H19 441,640 百万円 H19 445,852 百万円

H18 524,206百万円 H18 521,403百万円

４市場環境の変化や競争の進展等が及ぼした影響について（加入電話・基本料）



・ 加入電話回線数は平成９年をピークに減少に転じているが、メタルケー
ブルの総施設距離は、現在も毎年ほぼ一定の割合で増加。

・ メタルケーブルはNTTの固定配線区画（※）に基づいて敷設されており、区
画内の利用者全てが契約を解消しない限り、メタルケーブル撤去不可。

・ 都心部については、メタルケーブルの敷設はほぼ飽和状態であるが、
郊外における宅地開発等により毎年一定の新規敷設が必要。

・ メタルケーブルの撤去が困難な現状においては、今後も、加入電話回
線数は減少しても、メタルケーブルの総敷設距離は増加し、維持コスト
は減少しない状況が続く見込み。

※ メタルケーブルを効率的に敷設するため、数百程度の加入世帯を１つの配線区画と
捉えているものであり、NTT東西の交換機収容局からその区画（エリア）内の各加入
世帯への加入者回線設備を束ねて敷設している。

加入電話回線数は、総数としては年々減少傾向にあるものの、地域的には依然利用者が存在するため、
アクセス設備に使用しているメタルケーブルを撤去できるものではなく、むしろ、宅地開発等による面的
なカバーエリアの拡大に伴う加入電話需要に対応する必要があることから、メタルケーブルの総敷設距
離は増加している。

H12末 H13末 H17末 H18末H14末 H15末 H16末

5,500110
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メタルケーブルの総延長
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加入電話回線数

加入系メタルケーブル総延長及び
加入電話回線数の推移

～～
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５市場環境の変化や競争の進展等が及ぼした影響について（分析①）



・ 平成９年の加入者電話回線数をピークに回線数は減少。

・ NTT東西ではこれを踏まえ、逐次、投資規模を見直し、回線数減少に対応す
る投資を実施。

・ 投資額の内訳

（推計）
新規 更改

H１１ ６００ １，１００

H１２ ３００ ９００

H１５以降 １００ ５００

（億円）

・ 宅地開発等による新規敷設に対応するために必要な一定の新規投資等、
必要最低限の新規投資に抑制。

・ 更改投資についても大幅な投資抑制を進め、現在はネットワークを維持す
るための必要最低限の投資を継続。今後もほぼ同額の投資額で推移する
見込み。

従来、年２，０００億円もの投資により加入系メタルケーブルの維持・拡張を行っていたが、最近では、
加入電話の需要減少に対しコスト効率化を図るために新規投資を抑制している。

しかしながら、ネットワークを維持していくためには最低限の投資が必要であり、毎年６００億円程度の
投資を継続している。

H12 H13 H17 H18H14 H15 H16

500

1,000

1,500

0

投資額
（億円）

加入系メタルケーブル投資額の推移

1,200

900

700
600 600 600 600

H10 H11

1,700

2,000

2,000

600

H19

６市場環境の変化や競争の進展等が及ぼした影響について（分析②）



投資抑制に伴いメタルケーブル設備の老朽化が急速に進んでおり、この老朽化に伴って施設保全コストが増大。

0

5
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2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24

故障件数
（件／ｋｍ）

調査結果
近似式

架空メタルケーブルの
経過年数別故障件数

経過年数

※ケーブル延長の構成比〔H17末〕

15年以上経過したものが
約６割、20年以上経過し
たものが約４割

５年以上
10年未満
：17％

10年以上
15年未満
：19％

20年以上

：42％

15年以上
20年未満
：16％

総延長

102万km

加入者メタルケーブルの経過
年数別構成

５年未満：6％

・ メタルケーブルの法定耐用年数（１３年）に対して、現
在敷設しているメタルケーブルの約４割が２０年以上
経過。

・ さらに、１０年以上経過しているケーブルが全体の約８
割、５年以上経過しているものも含めると、全体の９割
を占める。

・ 既に耐用年数を大幅に超え老朽化しているメタルケー
ブルの維持のために、一定相当額の施設保全コスト
が必要。

・ 以上の要因から、引き続き、施設保全コストは上昇す
る見込み。

・ 法定耐用年数＋数年経過すると、故障件数確率が大
幅 に上昇することから、今後、現在敷設されている
ケーブルの大部分についても相当額の施設保全コスト
が必要となるものと見込まれる。

７市場環境の変化や競争の進展等が及ぼした影響について（分析③）



東経企営第 08-115号

総務省総合通信基盤局長
平 成 2 0年 8月 2 9日

桜 井 俊 殿
東 日本電信電話株式会社

諾 表 芸 轡 役 社 薗

平成 19年度における基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化等の報告について

平成 19年度における基礎的電気通信役務の提供にあたり､弊社が実施した経営効率

化の実績について､別紙の通り報告いたしますO

また､市場環境の変化や競争の進展等が基礎的電気通信役務収支に及ぼした影響につ

いて､別紙の通り報告いたします｡



1_基礎的電気通信役務の提供にあたり実施した経営効率化の尖鯖について

平成 i9年度における基礎的電気通惜役務の提供に係る設備利用部門t./)I費用につ_

いて､人員のスリム化や業務の集約 もアウトソーーう.ング繁を1i宣
/ _L-臓すらとともに､建

物等の資産のスリム化に取り組むことにより､平成 18年度末に媒拭した基礎的で電

気通信役務の設備利i鵬だ ピ 息7',門の費用に係る効率化計匝｢見込んだ効率化率 ( )[)と

はぼ同様U),対前年度比A7▲lL坊の効率化を図っておりますO 

2,市場環境の老化や競争の進展等が煮た r/f貨掛悦文に及ぼした影智について熟的電気jiilT

平成 19年度における基礎的電気通信.:貨'務収支は､経営効率化に努めるものの､

携描電話や LP電話の更なる普及拡大,競争字,紫者が提供するドライかソバ竜許と

の競争の進展､及び従来接続料として競争事業者が負担してきた交換擬コス トの -
部 (iNTSコスト)を基本料で負担するよう見直す制度変更の実施等に伴い､以下

の彩背が生じていると考えております｡ 

(1)加入電話 ･基太料

収益について､ドライカッパ′Lii ( 9l話への移行に伴う減少 息g促円)や携称 宣

託及び死目'電話への移行等に伴う減少 (底297億円)により､対前年度で▲386
億円の減少となっていますO

襲用について､収益の減少に対して加入者【F1 ( 3億円)やj線コス トの削城 盈!2
設備利用部門コストの削減 (▲138億円)を図二Jたものの､NTSコストの段階

的付替えに伴う費用の増加 (十134億円)により､対細年度で▲136億円の減少と

な二,たことから､営業損益は250億円悪化しています｡ 

(2)加入電話 ･緊急通報

緊急通報機関の受付方式変更に伴う専用牌方式の提供に係るコストの減少及

び緊急通報トラヒックの減少に伴う交換機 ･伝送路等のネットワークに係るコス

トの減少により.営業損益は55百万円改善していますO 

(3)第一種公衆電話 ･市内通信

料金関連コスト等の設備利用部門コストを削減 (底0,3億円)したものの､災

害に伴う公衆電話機に係る保守コスト等の増加 (1-0.9億円)及び公衆電話利岡

の減少に伴う収益の減少 (A18億円)により､営業損益は2.3億円悪化していま

す｡ 
(4)第-一種公衆電話 ･離島特例通信

交換機 ･伝送路尊のネットワークに係るコス ト等の設備管理部門コストを削

減 (▲0.6百万円)したものの､公衆電話利用の減少に伴う収溢の減少 (▲0.6百

万円)により,営業損益は僅かながら悪化していますD 

(5)第一桂公衆電話 ･緊急通報

緊急通報機問の受付方式変更に伴う専用線方式の提供に係るコストの減少は

あるものの､,,'R篤に伴う公衆磁話機に係る保守コスト等が増加 (+〔=百万円)

したことから､営業損益は0.1百万円悪化していますo



摘JJ紙 日

義礎的電気通信役務,T提供に係る設備利用部門の費用における経営効率化L:実績J' l)

･119 ぎ トⅠは 増繊細 主な内容

加入電話.基本料 ∫豊 ,JioIBq 巨 芸濃/ i/ 血13,E{19百万円⊥ ･注文受付及び取次ぎに搾る費用の城島 Il.i :A4,558百万円

緊急通報 百万P] 百万円 百万円 LPi, 受付及び取次ぎに係る費周の減:底(i百万円

節-種公衆電話 .市内適 応 179 209 A:+p. 血14r7 .料金厩収に係る費用の減
百万円 百方円 百万円 仁

節 ㌔--秤公衆電話 h 305 30日 ▲ ∴ Ao.8 .料金回収に係る瀬用の猿

離島特例通信 千トr] 千円 千円 % :A39千円

第-種公衆電話 .緊急通鞄 再 r S 享告 i ･緊急通報機 関 受付方式変更に伴う血61.7 ネットワーク構築のの見直しに関する注文% 受付及び取次ぎに係る費用の減:Al5千円

合計 laagg,,;;ggJJ ----11言言∫∫ ｢｢ AA ii"" 55LLjj ∈∈百百万万円円 //~~~~-- ~~~~~~｢｢ ~~~~~~~~~~~~~~II ~~~~一一 一一州州 側側･･77誌誌 ll 



(別紙 2)

市場環境の変化や寮争の進展等が基礎的電気通信役務収支に及ぼした影響について 

r'i 基本料 /,L加入電詣･
(範位 百万円) 

1-ll; 増減t 級 増減率 主な貧困

営業収益 

常態籍用 

l設備利 -

4引.(i

510,5

lBO,20

LIO 

80

日 

4SO,2

194,02

50 

～慮13,6

8 Ai3,8

25 

ヱ9 血7.1% 

F･ドライLIJJソバ電話-の移行に伴う収益の減 :息8r9機 構壇詣及び光lP霞言古-の移行等に伴う収益 '二息29,69g

l 

p注文受付 取次ぎに係る費用の減 :ム4.5.58U料金請求及及びび回収に係る費用の液 :息5,377 

11D鱗



/②加入電話･緊急通報 > 
(単位 I 3万r LHE1

H19 H18 増減 群 増秘事 主な要兇

営業収益 38 52 ▲ト i ･軌 召線方式の回凝数の減少による収益の減 

/設備管理部門 421 481 AGO Al25 減少に伴う交換機 .伝送路等のネットワークに係る.% ･専用線方式の提供に係る費用,D波及びトラヒックの 
費用の減 ;血6 0 



J'去第-穫公衆電話･市内通信 > 
(単位 話方 lTJ) 

営業収益 

営 業 費 用 3,854､ 

../1118 

],537

3,80.1 

f=-.9減額

49

増践 率 主な要因

･公衆電話利jljの汝少に伴うl泣蕊の減辛

ち.3% -

設備管理部門 ;i,59Lj ｣ 旨0守 ･公衆電穿き磯 の保 rJ7=苛に係る.ripf用の増二十98 



く(jL'第--穫公衆電話迫離島特例通信♪ 

H19__J H,8 増減額 Ii翻戒率 主な要田

営業収益 98 ,6i,7 250 息582 ～事公衆電話利用の減少に伴う収益の液

営業費用 車 息 8rr3% ～

設備管理部門 6,33巨 ･ ) 交換機. j ､▲ 臥4% i公衆電話利用の減少に伴うワークに係る費用F減 :A409 伝送路等oネツー



･こ環)節…-種公衆電話･緊急通報 >

王-.n 9 Hl18 主な要田

営業収益 ･寄席線方式のJT.ii3線数の減少による収益の鴻

営 業 費 用 2ーi94 2,148 -

3% ･公衆奄話機の保守尊に締る費用の増二十611

･緊急通報培関の 方式変更に伴うネットワーク構築の落しに関する注文受受付付及び飽次ぎに係る費用の薮 ニ 

設備管理部門 2,109 70 3.

設備利用部門 15 39 し 見Al5 



(別紙)
具体的な施策について

項 E…-Ij 署 内 聾

人員のスリム化 < /iil了英鰭> くtlig窯繕> <HHLj実務>

年度末人員数 5》3万人 4.9万人 4-.4万人 

(対前年度増減 ) (底0.4万人)(嵐0.5万人)

<内訳> 甜mY東日本本体 0.8万人 0.7万人 0,6万人

業務の集約 .アウト ○料金業務

ソー.シングによる効率化の実施 事審香業務､回収業務､料金問い食わせ業務等を対象に拠
点を集約するとともに､アウトソー-シングによる効率化
を実施ウ 

<1118年度末> <lp首19年度末>

拠点数 : 58拠点 -- 9拠点 

0 1,l6##

･拠点を集約するとともに､アウトソーシングによる効率
化を実施D

<別8年度末> 

拠点数 : 43拠点 -

<Ⅰ119年度末>

27拠点

資産のスリム化 ○空スペースの有効活用

･集約に伴い廃止した拠点の建物スペ一一スの有効活用のた
め､空スペースの貸付を推進O

○遊休不動産の売却による保有コストの削減

･社宅等の集約､廃止及び売却により､保有コストの削減
を推進D

その他 ○@ビリングの利用増による料金請求コストの抑制 

○Web受付の推進による効率化

○その他物件費全般にわたる抑制

暮ⅠSO14001取得による紙 .事務用晶経費及び電気使



(参考)加入電話基本料の収益 ･費用等について 

1.収益 

HID H18 増減 珊 成率 備考

収益 (百万円) 441.4 4 l5 ほ,l｣ .t_61 約,Z1 ≡A? Lo Llt

珂旅数 (稼動 ,千回線) 0L7 i 2220 息1 2 I2,19 ,5 ,77 AS%

減数回 ドライカッパ電話への移行 緑 - - ▲1りリ l ｢｣巨級 携帯 .光ⅠP電話への移行等 ((千千回回線)) 息1,363 i

響 百 :r減影佗甑 ドライカッパ髄話への移行 ( jj-Tj) - - 息8,911 恒量枚数比で鮫分



2 費用 

H19 H18 増減 増減率 備考 

(費用百万円) 

加入者回線 

510,58]書 

280,607 

524,206 

293,805

A 13,626

息13,198 

▲即十

A ,粥.ら 新規投資抑制に伴う償却費の城等 

NTS 49,765 36,373 li3,392 37% 付番えに伴う増

利用部門 180,209 1(i,1,028 Å13,Bl9 ▲∴ 効率化に伴う滅

費用単金(円/刀 .回線 ) 2,078 1,963 114 6%

｢云 妄 lFIJ#{ 

NTS 

利用部門 

i,142 

203 

733 

1,100

136 

727 

･11

66 

∫

49%

ト

都 市部を中心としたtf.1:i練数減少により平均単価が｣ニ昇 

付替えに伴う増
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総務省総合通信基盤局長

桜 井 俊 殿 
∴

代 表 取 締 役 社 長

大 竹 伸

平成 19年度における基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化等の報勘 こついて

平成 19年度における基礎的電気)重信役務の提供にあたり､弊社が実施した経営効率

化の実績について､別紙の通 り報告いたします｡

また､市場環境の変化や競争の進展等が基礎的電気通信役務収支に及ぼした影響に-｢

いて､別紙の通り報告いた｣ま十し､



3L基礎的奄気通信役務の提供にあたり実施した稼ぎは拍子化LT)寒概について

平成 79年度にI ′ ) H-,費用につおける凝礎的電気通信校務J躍供に係三 p)設備利用那fC
いて､人員のスリム化や業務の集約 ･アウト､ト-シンダ等を策施するとともに､鯉
物等の蛍渡tiスリム化に取り組むことにより､平,フ18 iLJ=) .に 年度末に提EJJ ,盛雄的翁

気通信役務幻設備利用部門の費用に係る効率化計肘で見込んだ効率化 を…(息 7%)杏

上回る対前年度比底呂,C偶 の効率化を陛言ってお りますO 

,J.市場環境の変化や競争の進展等が基礎的奄気通信手′ 意に及ぼした影響についてr , 捌 文) 袋 

平成 19年度における基礎的電気通信役務収支は､経営効率化に努めるも0)の､

携帯電話や II)電話の更なる普及拡大,競争事業者が提供するドライカッパ電話と

の競争の進展､及び従束接続料として競争盲i --業者が負担してきた交換機コス トの A

部 (NTSコス ト)を基本料で負担するよう見直す制度変更の実施等に伴い､以1こ

の澄撃が生じていると考えておりますO 

(1)加入電話 ･基本料

収益について､ドライか ソIi電話への移行に伴う減少 (底83億円)や携帯電

話及び IP'gi I A3卜を ,]前年度で▲37詰寄への移行に伴う械/) ( 億円)により､某 9億

円の減少となっていますC

費用についT､収益の減少に対して加入者Lw,線コス トの削減 盈22億円)辛i] ( 4

設備利用部門コス トの削減 (▲121億円)を図ったものの､NTSコス トの段階

的付帯えに伴う費用の増加 (十105億円)により､対前年度で底2/星i億円の減少と

なったことから､営業損益は▲156億円悪化 していますD 

(2)加入電話 ,緊急通報

奇,同線方式の回線数の減少及び緊急通報 トラヒックの減少に伴う交換機 血伝

送路等のネットワークに係るコストの減少により､営業捜益は2億円改善してい

ますO 

(3)第一種公衆電話 ･市内通信

収益について､公衆電話利用の減少に伴い減少 (Al億円)したものの､公衆

電話機に係る保守コスト等の削減 (AO.8億円)及び料金関連コス ト等の設備利

用部門コス トの削減 (A0-3億円)により､営業損益は0.】億円改善していますO 

(4)第--種公衆電話 ･離島特例通信

収益について､公衆電話利用の減少に伴い減少 (Al百万円)したものの､公

衆電話機に係る保守コス ト等の削減 (息1百万円)及び料金関連コス ト等の設備

利用部門コストの削減 (息0.1百万円)により､営業損益は0.1百万円改善してtl

ますO 

(5)第一一種公衆電話 ･緊急通報

緊急通報機関の受付方式変更に伴い専用線方式の提供に係るコストの減少に

より､営業損益は0.3百万円改善しています｡



(別紙])

基礎的電気通搭役務(})提供に係る設備利用部門の曹長削こおける経営効率化(/:,実績

区分 I.1Ⅰ9 日 i18 - 額 い 郎締 f 主な鵬

加.入電謡. -基本料 管 AS(3 b料金謂水及及びび回収に係る費用の滅A3,5733 恥.% ::注文受付息5.6百百万万円円 次ぎに併る資用の減. . 8

｣

:息l百万円

加入怒話. -緊急通報 百万昌 仁i 1諾 ･料金請求及び回収に係る費用の減 

公節-衆-電話一顧島特例通信種 31j . 千円2 1 写 05 十f 4千円t 44 6 2打 )撃 粁 係る費用の滅 

第-種公衆電話 .緊急通報 ｣ ｣ 1二上円5 千円0 I

合計 - Aユ百万円2,135 ▲中0ノ′0 



(別紙2〕

市域環威し'変化や競争両生麓等が基礎的電気通信役務収 支に及ぼした影響について)

i,:f)W入電話･':, 基本料 > 
(単位▲百万円) 

H19 H一十 増減額 巨 細 坪 主な要因

営業収益 445,852 血39,700 Å8.2%

6yo 

ドライカッパ儀詣 - -V1_将 行に伴う収益の減て血8,3･･携帯電話及びiP霞請等-の移行に伴う収益の淑二底31,353

-497,310 521,403 息二Ji,092 息4,営 業 費 用 

設備管理部門 357,114 36g,125 息11,984暑Fl .3-2簸 加L入省回線設備の保守等 騒 -5 減▲22 47･･iVi､Sコストの段階的付替えにに伴う費費用用のの増;;+10,,4462 

47



･く( 緊急通報 :/誅加入電話. ,
(糾立 E :)l/｣円)

営業収益 50 53 血 2 ･専制 鼓方式 u T)か:_jJ線数 U )減少による収益の減

営業費用 ー

･専用線方式の提供に係る費用〔 IJ減及びトラヒックの19♭ 減少に伴うネットワ-.-クに係る努用の雄二血 2 0]設備管理部門 5】7 720 ～息 2 8,



<③第-̂一種公衆電鈴･市内通信 > 
(Ljll･一 ])ii二百万F.

･119 L竺 上 空増液額 1A 増織 率 主な要因

営業費用 2,鮒 , {523 52 ▲い I ▲∴ー→ 



<④第一種公衆電話野離島特例通信 > 

i1l 9 Ti18 増減額 増減率 主な要因

繁 栄 収 益 2, 7 ,6 A'l2別) 359 T6 ･公.衆電給利用の妹少に伴う収益の減

営 業 費 用 8,5 9895 ,胡 息乱9%


設備利用部門 319 424
 息24,9% ･料金i｡ヨー奴に係る費周の城.. 5
I 血6 

設備管理部門 86. 949 r巨 O i ,% 公衆電話機の保守等係る鎗用の級 息7-i,45 ,1 l Al5 L 息82 ･ ; 2̂



メ(豊ノ第一種公衆電話 4緊急通報 > 

7119 H18 増減者類 機械率 主な欝因

営業収益 143 4. 11 > .鬼f
営業孝管用 2,174 

r 17
ど▲ '■i

設備利用部門 ∴ 15 () 



(別紙)
具 体的 な施 策 につ いて

項 目 内 容

人員のスリム化 <lH7粟縛 >く別技衆級 > く uまリ実綿 ) L
年度末人員数 r3.1万人 5L8万人 5.4万人 

(対前年度増減 ) (底 0 ,3万人 ) (AO_4万人 )

<内訳 > NTT西日本本体 1.2万人 G.6万人 0.6万人

業林 G rj集約 拠点集約による集約効果が､平成 19年度は通年ベ -スに拡大 

0 116業務

･夜間受付業務の集約を実施 ○

○料金業務

･料金問い合わせ業務､審査業務を対象に馳点の集約を実施 O

〔芸霊:8?芸芸 芸岩国 〕

資産のスリム化 ○空スペースの有効活用 
t集約に伴い廃止した拠点の建物スぺ-スの有効借用のため､

空スペ｢スの貸付を推乱

○遊休不動産の売却による保有コストの削減

･社宅等の集約､廃止及び売却により､保有コストの削減を
推進凸

その他 ○マイビリングの利用増による料金請求コストの抑制 

○Web受付の推進による効率化

○その他物件費全般にわたる抑制

･ⅠSO 14001取得による桁 .事汚用品経費及び電気使
用料の削減等

･メール便の活用による配送鍵の別城



(参考)加入電話基本料の収益 ｡費用等について 

1.収益 

i.lt9 HIS 増減 増減率 楠考

収益 (百方｢.り) ･1-LJi5,853 鵬 553 i息39,700 息8,I:2;

藍 !減 ドライか ソバ電話への移行携帯 .光 ⅠP電話への移行等 根((千千回回線)) - ≡ ▲バ息i,481 -- I

i岨組数比で按分派収影響顔 ドライカッパ電話への移行 (百万円) - - 盈B,347 



2.費用 

Hlr. l 11日 刺 戎 ll - 率 l 備考 

(費用百万円) 

加入者凹線 

497,311 

308,239 

r)21,4O3 】

330,r)85

息21,,993

盈22,.447

▲ 消

▲十十T. 新規投鴬劉町制に伴 う償却費 U:j湖等 

NTS 48,903 38,1140 10,462 271'6 付替えに伴う増

利用部門 

費用単金(円/ノ月 .回線) 

加入者回線 

NTS 

利用部門

140,ユ69 

1,973 

1,223 

194 

Wホ 

.L52,278

1,899 

1,205 

140 

555 

血12,108

74 
19 

J+ 

I 

息8% 効率化に伴う減

4%

2覧 都市部を中心とした肘組数滋少により平均幣紙が上昇WJ: 付替えに伴う増C)A
複軌 数(干回回線線) 21,001 22,876 息1,875 ▲+i萱I 



3.回縁数 

I117 肘､ 1日リ 称考

①加入電話回線数(年度末 .千回緑) -23,802 21,95且 【20,051 室

②増減 

③ ドライカッパ電話回線数(年度末 .千恒一線) 

④増減 

A1,594

i,336 

1,139 

息1,85】 , A1.900壬

1,947 2,241 
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からの移- 株数 Wl r)65 291 Iドライカッパ箱詰の純増数を､加入電

携帯 t光 TlL'竜誰への移行分等
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